
優良田園住宅の建設の促進に関する法律について

１ 法律の目的

多様な生活様式に対応し、かつ、潤いのある豊かな生活を営むことができる住宅が求め

られている状況にかんがみ、農山村地域、都市の近郊等における優良な住宅の建設を促

進するための措置を講ずることにより、健康的でゆとりのある国民生活の確保を図る。

２ 優良田園住宅の定義

優良田園住宅とは、農山村地域、都市の近郊等に良好な自然的環境を形成している地

域に所在する一戸建てで、敷地面積が300㎡以上、建ぺい率30％以下、容積率50％以

下、３階建て以下の住宅。

３ 法律の仕組み

優良田園住宅の建設の促進に関する基本方針 （法第３条）
（市町村が作成、都道府県知事と協議） 農林漁業の健全な発展

との調和に関する事項等
を定める。

優良田園住宅建設計画 （法第４条）
（優良田園住宅を建設する者が作成）

申請 認定 住宅の用に供する土地の所在、面積、周辺の土
地利用の状況等からみて、住宅用地とすることが適
当であることが必要

市 町 村 農用地区域からの除外、農地転用許可が可能か
どうかあらかじめ判断

協議

都道府県知事 計画区域に４haを超える農地がある場合、土地
改良事業等を実施中若しくは完了後８年未経過の

協議 受益農地がある場合、農地中間管理権の存続期間
が満了していない農地が含まれる場合等は優良田
園住宅の建設が可能であるかどうかあらかじめ判断

農林水産大臣 【地方農政局長等に委任】

優良田園住宅の建設 農地法・農振法・都市計画法上の手続きが必要

建設計画に従って優良田園住宅を建設する場合、農 （法第５条）
地法、農振法、都市計画法等の適切な配慮を行う。

○ 本法を適用することへのメリット

・ 市街化調整区域における住宅の建築等の許可について配慮される。

・ 農振農用地区域からの除外、農地転用の許可等について配慮される。



４ 優良田園住宅における政策支援措置について

○ 税制上の措置

週末用郊外型住宅等についても不動産取得税の特例措置（1,200万円控除等）及

び新築住宅に係る固定資産税の減額措置（３年間1/2等）を適用。

○ 住宅ローン

２戸目の住宅を取得する際にも住宅金融支援機構のフラット35※を利用可能。
※ 独立行政法人住宅金融支援機構が行う証券化支援事業により民間金融機関が提供する

長期・固定金利の住宅ローン

○ 住環境の整備に係る支援措置（社会資本整備総合交付金等の基幹事業）

・ 地域住宅計画に基づく事業（地方公共団体が団地内の広場や集会所等を整備す

る場合、又はそれらの整備を行う事業者に対し助成を行う場合に要する費用の概ね

45％を交付）

・ 住宅市街地基盤整備事業（一定規模以上（概ね100戸若しくは5ha以上）の団地を

整備する場合、当該団地に関連する道路や公園等の整備に対し、要する費用の

1/2等を助成）

＜参考＞

○ 集落基盤の整備に係る支援（農山漁村地域整備交付金のうち、集落排水施設整

備、集落道整備、集落農園整備 等）

農業用用排水の水質保全や農村生活環境の改善に向けた施設の整備、また集落

周辺の地域における農業生産性の向上を図るため、農業生産基盤の整備とその機能

の発揮に不可欠な集落基盤の整備を一体的に実施（補助率：1/2等）。


